
1/16 

○真岡市小規模事業者支援補助金交付要綱 

令和２年３月23日 

告示第42号 

改正 令和７年４月１日告示第69号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における地場産業の振興を図ることを目的として、市内の小規模

事業者が、商工団体等の支援を受けながら、新たな販路開拓に取り組む事業計画に対し、

予算の範囲内において補助（以下「補助金」という。）するための事業（以下「補助事業」

という。）について、真岡市補助金等交付規則（昭和43年規則第２号）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「小規模事業者」とは、中小企業信用保険法（昭和25年法律第

264号）第２条第３項に規定する者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件

のいずれにも該当する小規模事業者とする。 

(1) 市内に主たる事務所又は本店等を有し、創業又は事業承継から３年以上経過してい

る者 

(2) 許認可等が必要な業種については、既に当該許認可等を受けている者 

(3) 申請する事業に専念し、直接従事している者 

(4) 補助金の交付決定を受けた場合、氏名及び事業計画を市が公表することに承諾する

者 

(5) 市税等に滞納がない者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する事業であり、かつ、市内商工団体の支援等により計画の実効性が確認

された事業とする。 

(1) 販路拡大に向けた新商品又は新サービスの開発事業 

(2) 市外で開催する展示会等（販売目的のものを除く。）に出展する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象から除外する。 

(1) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業 
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(2) 会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号に規定する子会社に該当するものが行

う事業 

(3) 仮設又は臨時の店舗等で恒常的でない店舗での事業 

(4) 公序良俗に問題のある事業又は公的な資金の使途として社会通念上不適切であると

判断される事業 

(5) その他市長が適当でないと認める事業 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業を行うために必要な経費であって、市長が必要かつ適当と認めるものとする。 

２ 補助対象経費は、補助対象事業の実施期間内において要した経費とする。 

３ 補助対象経費の区分は、別表１のとおりとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金額は、補助対象経費の２分の１以内とし、上限は20万円とする。この場合

において、1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（補助事業の期間） 

第７条 補助事業の期間は、令和７年４月１日から５年間とする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、市長が別に

定める期間内に、次の各号に掲げる書類を添えて提出しなければならない。 

(1) 真岡市小規模事業者支援補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。） 

(2) 補助対象事業計画書（様式第２号） 

(3) 支援計画書（様式第３号） 

(4) 直近２年分の確定申告書の写し（第一・二表、収支内訳書、決算書等） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、当該申請書に係る書

類の審査を行い、適当と認めるときは真岡市小規模事業者支援補助金交付決定通知書（様

式第４号）により交付申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、第１項の通知に際して、必要な条件を付することができる。 

（申請の取下げ） 

第10条 交付申請者は、前条の交付決定の内容及びこれに付された条件に対して不服があ
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り、補助金の交付の申請を取下げようとするときは、真岡市小規模事業者支援補助金交付

決定通知書の送付を受けた日から10日以内に、真岡市小規模事業者支援補助金交付申請

取下届出書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（補助対象事業の経理等） 

第11条 交付申請者は、補助対象事業の経費については、帳簿及びすべての証拠書類を備

え、他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければ

ならない。 

２ 交付申請者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助対象事業の完了の日の属する年度の終了

後５年間、市長の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければ

ならない。 

（実績報告） 

第12条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、事業完了後、

真岡市小規模事業者支援補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）

に、補助対象経費の金額がわかる領収証等の写しを添えて、速やかに提出しなければなら

ない。 

（補助金交付額の確定等） 

第13条 市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査及び必要に応じて現地調

査等を行い、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、真岡市小規模事業者

支援補助金交付額確定通知書（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第14条 前条の規定により通知を受けた交付決定者は、真岡市小規模事業者支援補助金交

付請求書（様式第８号）を速やかに市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第15条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第９条の交付の決定の全部若

しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

(1) 交付決定者が法令若しくは本要綱に違反し、又は本要綱に基づき市長が求める書類

等の提出を怠った場合 

(2) 交付決定者が補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

(3) 交付決定者が補助対象事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

(4) 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続する

必要がなくなった場合 
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(5) 交付決定者が補助事業への申請時の誓約に反し、申請書類の記載事項が真正でない

ことが判明した場合 

(6) 交付決定者が別表２に定める事項に該当した場合 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金

が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部を返還させることがで

きる。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

改定分（令和７年告示第69号）抄 

令和７年４月１日から適用する。 

別表１（第５条関係） 

補助対象経費 機械装置等費、広報費、展示会等出展費、旅費、開発

費、資料購入費、雑役務費、借料、専門家謝金、専門

家旅費、車両購入費（福祉事業用のみ）、設備処分費、

委託費、外注費 

注）経常経費と見なされるもの、又は汎用性があり目的外使用になり得るものは対象とし

ない。 

別表２（第15条関係） 

真岡市小規模事業者支援補助金の交付を受ける者として不適当な者 

補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助対象事業の実施期間内及び完了後にお

いて、下記のいずれかに該当する者 

(1)法人等（個人又は法人をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）であるとき、又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は

役員、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法

第2条第2号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

(2)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

(3)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直
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接的あるいは間接的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

(4)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これと社会的に非難されるべ

き関係を有しているとき。 
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